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ものではありません。また、本資料の内容は予告なく変更または廃止される場合がありますので、あらかじめご承知おきください。



１．決算概況
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2006年3月期　連結業績
（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

純営業収益

27,174　

　11,112　

　11,343　

　6,178　

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

　25,180　

+121.6　

+170.1　

+165.2　

+174.7　

前期比
増減率

+123.7　

60,213　

30,011　

30,077　

16,970　

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

56,317　

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。
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2006年3月期　四半期ベース　連結業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

13,837

6,568

6,565

2006年3月期
第2四半期
（2005年7月

　　　～2005年9月）

純営業収益 12,425

10,257

4,229

4,381

2006年3月期
第1四半期
（2005年4月

　　　～2005年6月）

9,558

当第４四半期（3ヶ月間）は、収益面、利益面ともに最高を更新

+19.0

+21.3

+22.6

前四半期比
増減率

+18.5

16,494

8,682

8,594

2006年3月期
第3四半期
（2005年10月

　　　～2005年12月）

15,711

19,623

10,531

10,536

2006年3月期
第4四半期
（2006年１月

　　　～2006年3月）

18,621
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2006年3月期　E*Tｒａｄｅ　KｏｒｅａＣｏ.,Ｌｔｄ．業績推移

（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

1,150

206

203

2006年3月期
第2四半期
（2005年7月

　　　～2005年9月）

純営業収益 1,112

840

28

33

2006年3月期
第1四半期
（2005年4月

　　　～2005年6月）

821

1,470

429

428

2006年3月期
第3四半期
（2005年10月

　　　～2005年12月）

1,399

1,740

517

522

2006年3月期
第4四半期
（2006年１月

　　　～2006年3月）

1,643

第3四半期には累積損失を一掃。
第4四半期には収益面、利益面ともに最高を更新

5,202

1,182

1,189

2006年3月期
通期

（2005年4月
～2006年3月）

4,977
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2006年3月期　決算のポイント（連結）
（1）委託手数料収入・・・前期比約115％増の40,174百万円に拡大

（2）金融収益・・・前期比約128％増の13,230百万円に拡大

（3）引受・募集・売出手数料・・・前期比約117％増の2,002百万円に拡大

（4）トレーディング損益・その他収入・・・前期比約173％増の4,805百万円に拡大

（5）販売費・一般管理費

・総合口座数1,167,778口座（2006年3月末現在）。12ヶ月で575,035口座（月間平均47,919口座）を獲得。
・2006年3月期通期における個人株式委託売買代金シェアは23.1％となり更にシェアを拡大。

・信用口座数115,611口座（2006年3月末現在）。12ヶ月で54,967口座（月間平均4,580口座）を獲得。
・信用建玉は570,686百万円（2006年3月末現在）となり前期末比約1.9倍に拡大。

・ＩＰＯ引受件数でオンライン専業証券トップ。

・メキシコ・ペソ建債などの販売が順調に推移。

・外国為替保証金取引における収益が順調に推移。

・委託売買代金の増加に伴い取引関係費などが増加したものの、ボリュームディスカウント効果により販
　管費全体の伸びを抑制。

（6）E*Tｒａｄｅ　Kｏｒｅａ　Co.,Ｌｔｄ．の概況

・過去最高益を達成し、累積損失を一掃。

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化しているため、同社
　　　の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。
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(1) 委託手数料収入（連結）
（百万円）

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

約115％増

決算のポイント

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。
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主要オンライン証券5社の口座数 主要オンライン証券5社の口座数推移
（口座数）

（口座数） （2006年3月末現在） （2004年3月から2006年3月まで）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
　　　カブドットコム証券は2006年1月1日にＭｅネット証券と合併

主要オンライン証券の口座数比較

2004年

2005年4月から2006年3月ま
での1年間で約2倍に増加。
口座数2位のマネックス証券
との差は1年で約1.8倍拡大。

10月以降5ヶ月連続で口座獲
得件数の過去最高を更新。
10月以降の月間平均は
65,053口座となり、4月～9月
の2倍以上となった。

イー･トレード
1,167,778

マネックス
631,548

松井
517,521

楽天
552,816

カブコム
475,425

2005年

（1）.　委託手数料収入

2006年
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当社の口座数推移

（1）.　委託手数料収入

351,950

452,493

711,558

1,167,778

253,988

1,113,550

683,696

592,743

820,115

1,019,929

653,913

777,455

934,674

290,558

624,092

744,450

867,745
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1,000,000
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3月 9月 3月 9月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（口座数）

2004年3月期2005年3月期

2004年3月期
（12ヶ月平均）

8,163口座

2005年3月期
（12ヶ月平均）

20,066口座

2006年3月期（12ヶ月平均）　47,919口座

2006年3月期

93,621増

85,255増

月間平均獲得口座の推移
2006年3月期第4四半期　　
（3ヶ月平均）　77,701口座



<10>

90,953
50,389 44,745 29,126 13,626

30,822

89,028

58,593

233,104

98,691

107,755
139,002

88,993

25,696

93,759

65,486
37,191

48,436

58,359

157,219
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イー･トレード 楽天 松井 カブコム マネックス

4Ｑ（2006年1月～3月）

3Ｑ（2005年10月～12月）

2Ｑ（2005年7月～9月）

1Q(2005年4月～6月)

575,035

192,034

（獲得口座数）

248,050 242,260

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計

主要オンライン証券の獲得口座数比較

303,594

2005年4月～2006年3月の1年間の獲得口座数

2Q

3Q

4Q

1Q

（1）.　委託手数料収入

※カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

※
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出所：各社公表資料より当社にて集計

（千口座）

3大証券会社のオンライン口座数比較

各社のオンライン口座数推移
（2005年3月から2006年3月まで）

2005年

（1）.　委託手数料収入

野村證券　1,969千口座

大和証券　1,487千口座

日興コーディアル証券
　　　1,000千口座

イー・トレード証券　　　
　　　　1,167千口座

2006年3月における
オンライン口座数

2006年
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出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円） 2006年3月における
一日当たり売買代金

（百万円）

2004年

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2004年1月から2006年3月まで）

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。

松井
128,103

楽天
184,754

イー･トレード
383,062

カブドットコム
82,007

マネックス
96,451

2005年

（1）.　委託手数料収入

カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

2006年
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（十億円）

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

（1）.　委託手数料収入

2006年3月期4Qに
おける売買代金

松井
10,752

楽天
13,373

イー･トレード
27,809

カブドットコム
6,340

マネックス
8,154

主要オンライン証券5社の株式委託売買代金の推移
（2004年3月期1Qから2006年3月期4Qまで）

2005年3月期 2006年3月期
出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

2004年3月期
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主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

過去3年間の同期間比較（通期：4月～3月）

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
　　カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

（1）.　委託手数料収入

その他
50.9％

主要オンライン
証券5社
49.1 ％

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

その他
40.4％

主要オンライン
証券5社
59.6 ％

その他
42.6％

主要オンライン
証券5社

57.4％

4.6 　カブドットコム

7.5 　マネックス

9.5 　DLJ(楽天証券）

12.2 　松井証券

15.2％イー・トレード

8.7 　マネックス

11.3 　楽天証券

5.4 　カブドットコム

13.1 　松井証券

21.1％イー・トレード

11.1 　楽天証券

8.0 　マネックス

5.2 　カブドットコム

10.0 　松井証券

23.1％イー・トレード

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2004年3月期
（2003年4月～2004年3月）
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３大証券会社との株式委託売買代金比較

（1）.　委託手数料収入
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30,000
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（10億円）

出所：証券会社各社・東証の公表数値をもとに当社作成（イー・トレード証券分には海外投資家からの注文を含みます）

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

各社の株式委託売買代金の推移

（単位：10億円、括弧内各社委託売買
代金を３市場委託で除したシェア）

2006年3月期4Qにおける委託シェア

日興シティ　7,509(2.83%)

大和 6,184(2.33%)

松井　10,752（4.05%）

野村

大和SMBC　9,439(3.55%)

28,371（10.68%）

日興コーディアル 2,623（0.99%)

19,279（7.26%）

2006年3月期

2005年3月期4Qに野村證券を抜く

４Ｑにシェア10％を突破！
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主要オンライン証券のベーシス比較

主要オンライン証券5社のベーシス比較
（2006年3月期）

（ベーシス）

出所：各社決算資料より当社作成

（委託手数料÷委託売買代金）

（1）.　委託手数料収入
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19,377
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23,400
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2005年3月期（3月末）
2006年3月期（3月末）

(参考) 預り資産の推移

（億円）
前年比
+95.8％

前年比
+90.1％

前年比
+49.4％ 前年比

+71.4％

前年比
+114.5％

（1）.　委託手数料収入

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計
　　　　※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
　　　　　　カブドットコム証券は2006年1月にMeネット証券と合併
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404 428

1,548

2,692
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3,000
入庫 出庫

(参考) 株券入出庫状況

（億円）

（1）.　委託手数料収入

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

「業界最低水準の手数料体系で業界最高水準のサービス」の提供が評価され、
他証券会社からの入庫が出庫を大幅に上回る

2006年3月期の入庫および出庫額

※当社入出庫処理日の時価で算定
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先物オプション取引の拡大

先物オプションの口座数推移
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先物オプションの手数料推移
（千円）

収益の柱として急速に成長しており、今後更なる拡大に期待

2006年3月期

（1）.　委託手数料収入

2005年2004年

（口座数）

11,168
前年同期末比　約2.2倍に増加 前期比　約3倍に増加

2006年
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(2) 金融収益（連結）
（百万円）

3,809

9,334

13,230

5,803

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000
11,000
12,000
13,000
14,000

金融収益

金融収支（金融収益－金融費用）

金融収益
約128％増

決算のポイント

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

金融収支
約145％増

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。
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（信用口座数） 松井証券との信用口座数比較　主要オンライン証券5社の信用口座数

主要オンライン証券との信用口座数比較

2004年

3月末現在の総合口座
数における割合は9.9％
（松井13.7％）。

今後投資未経験者が
一定期間を経て信用取
引を開始することが予
想され口座数・取引量
の増加に期待。

（2004年3月から2006年3月まで）（2006年3月末現在）（信用口座数）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。

　　　カブドットコム証券は2006年1月にMeネット証券と合併。

イー･トレード
115,611

松井
71,154

2005年

（2）　金融収益

2006年
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信用建玉の推移

（2）　金融収益
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300,000

400,000

500,000

600,000

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

一般（無期限）信用

制度信用（買・売）

（百万円）

2004年2003年

78,532
112,925 108,488

164,545

203,499213,856210,686

信用建玉（買・売の合計）の推移（月末残高）

307,869

2005年

321,529

387,891

567,988 570,686

2006年
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421,484 410,835

459,657

679,096
644,050

570,686

307,869321,529

387,891

567,988

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

3月 6月 9月 12月 3月

イー･トレード証券
松井証券

松井証券との信用建玉推移比較

松井証券との信用取引比較

（百万円）

（2）　金融収益

個人信用取引委託売買代金シェア　

（2005年4月から2006年3月まで）

イー･トレード証券
27.5％

松井証券
14.4％

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資
　　　　料より当社にて集計
※ 個人信用取引委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

その他
58.1％

2005年

イー・トレード証券の低水準の手数料体系が活発な取引を誘引

2006年
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136

209

25

8

0

50

100

150

200

1Q 2Q 3Q 4Q

貸し株業務による収益の増加

（百万円）53,796

22 ,605

4 ,282

2 ,169

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

6月 9月 12月 3月

（百万円） 各月末日における貸し株残高 貸し株業務による収益の推移

新しい収益基盤として今後さらに拡大していく

2006年3月期2005年

（2）　金融収益

※各月末日時点での時価で算定
2006年
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(3) 引受・募集・売出手数料（連結）
（百万円）

2,002

922

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

約117％増

決算のポイント

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。



<26>

IPO引受実績

（3）　引受・募集・売出手数料

※　委託販売、不動産投信を除く

イー・トレード証券

新規公開株式引受実績

3月期 3月期 3月期 3月期 3月期 3月期

8

38 38

23

42

87
94

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

162

202

257

330

50

100

150

200

250

300

350

イー・トレード マネックス 松井 楽天

出所：各社公表資料等より当社にて集計。各社のオンライン取引創業から
2006年3月末日（上場日ベース）まで。

（引受社数）

累計引受社数実績（上場日基準）

3月期

（引受社数）

オンライン証券
No.1(2006年3月期）



<27>

（参考）立会外分売の実績

東証・大証・JASDAQにおける分売実績
2006年3月期（2005年4月～2006年3月）

取扱会社数：173社（2005年3月期：151社）

分売合計金額：約710億円（2005年3月期：約676億円）

当社申込金額：約1,454億円（2005年3月期：約933億円）

　うち取扱い金額合計：　約147億円

（2005年3月期：約131億円）

当社取扱シェア：　約20.8％（2005年3月期：約19.7％ ）

※立会外分売による収入は委託手数料収入に含みます。

東証1ルネサンス2005/9/20

HCＩＲＩユビテック2006/2/20

HCITX2006/2/22

東証1シークス2005/11/28

東証Mメッツ2005/11/15

東証2シー・ヴイ・エス・ベイエリア2005/8/23

HCクラビット2005/6/28

東証Mトランスジェニック2005/8/16

東証Mメッツ2005/4/13

JQ共立印刷2005/5/25

実施日 市場会社名

当社申込金額

当社立会外分売主斡旋企業

0

500

1,000

1,500

933

1,454(億円)

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（2006年3月期）

当社取扱い金額

0

50

100

150 131
147

(億円)

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（3）　引受・募集・売出手数料
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(4) トレーディング損益・その他収入（連結）

（百万円）

4,805

1,760

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

約173％増

決算のポイント

その他の受入手数料＋トレーディング損益＋その他の営業収益

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。
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2 ,377 2 ,383
3 ,493

5 ,223

9 ,2405 ,116
6 ,199

6 ,070

7 ,101

7 ,044

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

外債

円債

債券・その他商品の実績

「貯蓄から投資へ」の流れの中、中長期投資へ
のニーズが高まり個人向け国債など順調に推
移。通期で前年同期比約2.4倍増となる。（単位：百万円）

債券販売額（公社債・外債）の推移

2005年

7,493

年間を通して特徴ある商品を提供

8,583

約2.4倍

（4）　トレーディング損益・その他収入

9,563

12,325

・ＳＢＩ未公開株
　組入ファンドⅢ

・ソフトバンクグループ
　株式ファンド

・メキシコ・ペソ建債券

・人民元-円連動社債

ニーズに合わせて多様かつ特徴ある
商品を提供

グループのシナジー
を活かした商品

グローバルな投資
を対象とした商品

商品供給を安定的に行い個人
投資家の資産形成を支援

2006年

16,284
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0

5,000

10,000

15,000
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25,000

30,000

35,000

40,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 11 12 1 2 3

外国為替保証金取引の拡大

132,022

235,417

527,491

869,120

0

200,000

400,000

600,000

800,000

（千円）
外国為替保証金取引の収益推移

収益の柱として成長、今後の更なる拡大を期待

2006年3月期
上期

（4）　トレーディング損益・その他収入

2004年

（口座数）

外国為替保証金取引の口座推移

2005年

36,617

2006年 2006年3月期
下期

2005年3月期
上期

2005年3月期
下期
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(5) 販売費・一般管理費
（百万円）

14,067

取引関係費

人件費

不動産関係費

事務費

減価償却費

その他・
貸倒引当金繰入

26,305

租税公課

決算のポイント

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化している
　　　ため、同社の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。

22,511

（連結）

（単体）

1,250 1,997 2,154
4,165

6,329 6,836

1,314
3,420 3,520

1,573

2,049
2,850

3,639

7,197

9,188

439350157

1,165

851
2,430

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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営業収益と販売費・一般管理費の比較

（指数）

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

営業収益は前年同期比約2倍（単体）に拡大したが、販管費の伸びは約1.6倍（単体）に留まる。

ボリュームディスカウント、経費削減等が貢献し、利益率の向上を達成。

営業収益と販売費・一般管理費の指数比較

営業収益

販売費・一般管理費

（5）　販売費・一般管理費

（注）イー・トレード証券はＥ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａを2005年3月に連結子会社化しているため、同社
　　　の業績は2006年3月期の連結業績より含まれております。

（連結）

（連結）

（単体）

（単体）

222

187

160

202

100

80

100

120

140

160

180

200

220
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Ｅ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａ　Ｃｏ.,Ｌｔｄ．の概況

主な取扱商品

概況（2006年3月末現在）

資本金　：　560億韓国ウォン

従業員　：　101名

出資比率　：　87％

・株式　・公募株申込　・先物
　・オプション　　・株式ワラント
　・日本株取引 ・投資信託　　
　・証券担保ローン

トレーディングツール

・HTS（株式、先物、オプション、売買プログラム）
　・Ｗｅｂ　・電話自動売買　・モバイル

主な強み

・国内オンライン売買最低手数料（株式：0.024％）
・オンライン投資相談（画像、音声、チャット）

口座数　：　96,711口座

委託売買代金　：　464,248億ウォン

・銀行及びPortalとの提携拡大で口座獲得
　機会が大きい

収益、利益ともに過去最高を達成

（6）Ｅ*Ｔｒａｄｅ　Ｋｏｒｅａ　Ｃｏ.,Ｌｔｄ．の概況

2006年3月期に累積損失を一掃し、　
コスダック市場への公開準備に入る
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収穫逓増のビジネスモデルの実現　‐　四半期毎の経常利益率の推移

47.4

42.7

52.1 53.7

22.7

30.5
33.7

38.7 38.3 38.3
40.6

46.1 46.2

50.1
54.4

0
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40
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60

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期

イー・トレード証券の経常利益率の推移

※　経常利益÷営業収益にて算出

56.0％
(％)

単体



２．今期の主な取組み
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2006年3月期の主な取組み（１）

5月

7月

8月

9月

・韓国株式取引サービス開始
※ジャパンネット銀行と口座紹介業務で提携・業務開始
※ベンチャー企業支援のためネットエイジキャピタルの設立したファンドへ出資

・インターネット取引における株式委託手数料の引き下げ
・外国為替保証金取引　14通貨ペアに拡大
・ATMカード（キャッシュカード/イー・トレードJCBカード）発行開始
・ATMカード利用可能金融機関としてセブン銀行と提携
・「ＳＢＩ未公開株組入ファンドⅢ」募集

・国内株式（JASDAQ市場を除く）の執行条件付注文のサービスを開始

・新規株式公開における主幹事引受業務を開始
・日本初となる「メキシコ・ペソ建利付債券」売出し

・携帯電話サービス「MOBILE　E*TRADE」からの外国為替保証金取引サービス
　を開始
・Yahoo!　証券仲介業サービス開始

4月

6月 ・株主優待検索機能サービス開始

・リアルタイムトレーディングツール HYPER E*TRADEの
提供開始

証券総合口座
　　60万口座突破

証券総合口座
　　70万口座突破

月間委託売買代金
4兆円突破

月間委託売買代金
5兆円突破

月間委託売買代金
6兆円突破

無印はサービスリリース、※印は決議・提携等リリース

実施月 取組み内容 当社指標の推移

10月

・インターネット取引における株式委託手数料の引き下げ
・ネクシィーズ・トレード　証券仲介サービス開始
・札幌市場上場銘柄の取扱を開始
・携帯電話サービス「MOBILE E*TRADE」からの先物オプション取引サービスを開始
・不動産オークションサイト（運営：（株）アイディーユー）の紹介サービスを開始
・日本初となる「中国人民元－円連動社債」（愛称：Ｅ＊チャイナ）売出し

証券総合口座
　　80万口座突破

２．今期の主な取組み
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2006年3月期の主な取組み（２）

2月
・モバイル端末向けサービス　MOBILE E*TRADEを全面
　リニューアル

１月

3月 ・サイト検索機能を追加

・投資信託-積立買付サービス開始
・iアプリトレーディングツール HYPER MOBILE（取引機能追加）
　サービス開始
・ATMカード利用可能金融機関に郵貯を追加
※SBIモーゲージと証券口座紹介提携開始
※住友信託銀行と多面的提携の検討開始

証券総合口座
　　100万口座突破

証券総合口座
　　110万口座突破

実施月 取組み内容 当社指標の推移

無印はサービスリリース、※印は決議・提携等リリース

11月

12月

※引受業務統合においてＳＢＩ証券と提携発表（2月より統合スタート）
※市場誘導ビジネスにおいて百五銀行と提携
※公募増資（12月16日払込期日）及び株式分割（2月1日効力
　発生）を決議

・iアプリ投資情報ツール HYPER MOBILE（投資情報のみ）の
サービスを開始

・オンライン証券取引システムを150万口座体制に増強

月間委託売買代金
7兆円突破

証券総合口座
　　90万口座突破

月間委託売買代金
10兆円突破

２．今期の主な取組み
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株式委託手数料の段階的引き下げを実施　～業界最低水準の手数料体系～

手数料（円）

①現物2000円～

2001年2000年
4月

現物2500円～

1999年
10月 9月

④現物・信用700円～

⑤信用600円
⑥信用550円

③信用800円

11月
2002年

2002年1月～ 一律600円の手数料体系へ値下げ
定額を300万円まで2000円に値下げ

2002年11月～ 信用取引手数料を一律550円に値下げ⑥

⑤

2001年9月～
最低700円～の手数料体系へ値下げ
2500円からの定額及び選択制導入④

2001年2月～ 最低800円～の手数料体系へ値下げ②

2000年3月～ 最低2,000円～の手数料体系へ値下げ①

2001年4月～ 一律800円の手数料体系へ値下げ③

②現物800円～

2003年

信用

信用

現物
信用

現物

現物

信用

3月 2月 1月

■手数料引き下げの変遷

2005年7月～ 最低500円～の手数料体系へ値下げ⑦ 現物

2004年 2005年
7月

⑦現物500円

2005年10月～
最低450円～の手数料体系へ値下げ
最低250円～の手数料体系へ値下げ⑧

現物
信用

⑧現物450円
　信用250円

10月

2006年6月予定

アクティブプラン
最低手数料0円

スタンダードプランの
引き下げの変遷

２．今期の主な取組み
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投資信託－積立買付サービスの開始

投資ビギナーの安定的な資産運用を支援

９月

１０月

１月分

１１月

１２月

ボーナス

主な特徴

・毎月最低1万円からの買付が可能

・投資日を自由に設定可能

・年2回までボーナス月として投資額の増額が可能

・取引状況が簡単に確認可能

・様々なニーズを満たす、専用の７ファンドを提供　　　　　　　　　　　
　（日本株、外国株、先進国ソブリン債、海外のREIT、商品指数ｅｔｃ）

・少額からの投資がしたい
・投資対象の選択が難しい

・投資時期の見極めが難しい

・長期的に資産形成をしたい

当社口座の約50％を占め
る20代、30代の資産形成
層のニーズに応える商品

２．今期の主な取組み
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モバイルサービスの拡充　-　大幅な機能拡充、リニューアルを実施

大幅なサービスの拡充により、外出先での取引の利便性向上を図る

ＰＣを補完するツールとして取引機能、
情報提供機能を拡充

iモード、vodafone live!、EZweb、
AIR-EDGE PHONE

株価自動更新機能付　　　　　
　ｉアプリトレーディングツール

・現物（含むS株）、信用取引

・新規上場公募株式　　　　　　　
　（申込み、抽選結果確認のみ）

・投資信託（基準価額照会）

・外国為替保証金取引

・先物オプション取引

・口座管理、入出金指示

モバイル版HYPER　E*TRADEと
して現物、信用取引のアクティブ
トレードを支援

・現物、信用取引

・株価自動更新機能　
（最短5秒）

・執行条件付注文機能

・約定通知機能

２．今期の主な取組み
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ＡＴＭカード入出金サービスの拡大　-　「郵便貯金　ATM」での使用開始

個人投資家への快適な投資環境の提供

郵便貯金ＡＴＭ

約2万6千台

約11,496台

・全都道府県での使用が可能

・ＡＴＭカードを使って証券口座から直接即時入出金が可能

セブン銀行ＡＴＭ

イー・トレードATMカードの利便性向上を図る

証券口座の生活口座としての機能を拡充

（2006年4月26日現在）

（2005年3月末現在）

２．今期の主な取組み
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住友信託銀行グループ住友信託銀行グループ

・証券仲介　　　　

・市場誘導ビジネス

住友信託銀行との提携　-　当社初の大手信託銀行との提携

・信託契約代理店

・併営業務

・預金・ローン・不動産等の商品提供

・資産運用等コンサルティング

ネットとリアルのシナジーを活かした顧客層の拡大

Synergy

2006年4月3日　「市場誘導ビジネスを活用した事業展開」において提携

・これまで提供できなかった商品・サービスの提供

・新たな層の個人投資家の取り込み

・市場誘導ビジネスの活用によるＩＢ業務の拡大（引受先の紹介）

リテール

ＩＢ業務

・証券仲介等による様々な金融商品の提供

住信アセットマネジメントの取扱う投資信託の取扱を開始

※市場誘導ビジネス以外は予定です。

２．今期の主な取組み



３．今後の事業展開
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３．今後の事業展開

(１) コーポレートビジネスの推進

(２) その他今後の展開

・オンライン証券取引システムの更なる増強

・夜間取引市場開設の検討を開始

・債券関連サービスの拡張を検討

・株式投資ビギナーへの投資教育・投資情報の拡充

・インベストメント・バンキング業務の拡大

・ＩＰＯ引受主幹事業務の推進

・IVR（音声自動応答装置)の導入を検討

・業界最低水準の手数料体系の維持

・金融機関との連携強化

・未成年の口座開設受入れを検討



（１）コーポレートビジネスの推進
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インベストメント・バンキング業務の拡大

企業 個人投資家

IR支援

ネット抽選による公平な分配

引受関与率トップクラスの銘柄数

魅力ある商品の提供

流動性の確保

圧倒的な口座数で

様々なメリットを提供

IPO、セカンダリー引受
口座数増加

取引量増加

配当、分割等

(１) コーポレートビジネスの推進

・口座数

・預り資産 ・売買代金

発行市場と流通市場の橋渡し役としての役割を担う

株式の保有
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ＩＰＯ引受主幹事業務の推進

2006年5月29日上場予定　　第2号案件　㈱エイチアイテクノロジー

当社初の大阪証券取引所ヘラクレス市場への上場案件

圧倒的シェアを背景として主幹事業務を積極的に行う

・主幹事案件の増加により、コーポレート・ビジネスの拡大を図る

・引受手数料の増加にともなう安定的な収益基盤の構築

・引受主幹事証券会社として
質と量の追求を図る

引受体制の構築を推進する

・配分株数の増加

＜個人投資家＞

より魅力的な商品の提供上場後の流動性の確保

＜発行会社＞

・個人株主の増加

(１) コーポレートビジネスの推進
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金融機関との連携強化

金融機関との連携の強化を図り、顧客基盤・収益性を高める

西京銀行（2005年2月提携）
千葉興業銀行（2004年12月提携）

百五銀行（2005年11月提携）

市場誘導ビジネス：IPO候補先の紹介において提携

証券仲介業：潜在顧客の取込み

資金運用：金融機関の資金運用にあたり様々な商品を提供

リテールビジネス、コーポレートビジネスの両面において展開を強化していく

※現在4行と市場誘導ビジネスにおいて提携

住友信託銀行（2006年4月提携）

(１) コーポレートビジネスの推進



（２）その他今後の展開
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業界最低水準の手数料体系の維持

2006年6月1日約定分より　
大幅引下げを予定

(２) その他今後の展開

1日の
約定代金の

合計額

株式委託
手数料
（税込）

アクティブプラン（2006年6月1日約定分より改定予定）

現物・信用取引

現行525円

1日に何回取引しても1日の合計の
約定代金が、ある金額までは定額。

30万円まで10万円まで

315円0円

※30万円超の手数料は変更なし　　
　手数料変更の日程は予定

常に業界最低水準の手数料体系を追求していく

小口取引の手数料軽減により
投資未経験者の証券市場への
参加をさらに支援

新規口座開設者の属性

・株式投資未経験者：　64.5％
・年齢層：20代、30代　56.6％

当社初の無料価格帯を設定

同時に新規口座開設キャンペーンを実施し更なる口座数の増加を推進

（2006年3月期）
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オンライン証券取引システムの更なる増強

2005年12月に、現行システムへの移行時（2003年7月）の3倍構成へ増強完了

取引量の大幅な増加に伴い、更なるシステム増強を予定

452,493
592,743

777,455

1,167,778

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

9月 3月 9月 3月 6月 9月

2004年12月　　
100万口座体制

2005年12月　　
150万口座体制

2004年 2005年

証券総合口座数とシステムキャパシティの推移
（口座）

更に2006年7月までに200万口座体制へ増強予定（移行時の4倍）
常にシステムに余裕を持つことで、ストレスのない取引環境を提供

(２) その他今後の展開

2006年7月　　
200万口座体制

※口座数の伸びはイメージ。

2006年5月　　
175万口座体制

2006年
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株式投資ビギナーへの投資教育・投資情報の拡充

当社の口座開設者における
株式投資経験の有無　

（2005年4月から2006年3月まで）

経験あり
35.5％

経験なし
64.5％

これから株式投資を始めるビギナーに適切な知識と情報を提供する

ビギナー向け
コンテンツの

拡充ビギナー向け
オンラインセミ
ナーの実施

新たな投資情報の拡充

株式新聞社のニュース(10分ディレイ)の無料配信
を開始（メインサイト・ＨＹＰＥＲ　Ｅ*ＴＲＡＤＥ）

個人投資家が投資判断する上で必要
な情報を追加し、積極的な取引を支援

(２) その他今後の展開
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未成年の口座開設受入れを検討

(２) その他今後の展開

未成年の口座開設を受入れることで更なる顧客の取込みを行う

13.9% 18.1% 21.4% 21.7%

39.0%
38.4% 36.8% 34.9%

22.3%
20.3% 18.7% 19.0%

15.3% 14.5% 14.5% 15.4%

8.60%9.50% 8.60% 9.00%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2003年 2004年 2005年 2006年
3月期 3月期 3月期 3月期

20代

30代

40代

50代

60代以上

新規口座開設者の年齢別推移

20歳代の口座開設比率が増加

若年層の口座開設、証券
市場への参加ニーズが高
まっており未成年の口座

開設を検討していく

これまで取込みを行ってい
なかった若年層の取込み

・将来の収益貢献に期待

・投資教育への貢献を検討
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債券関連サービスの拡張を検討

外国債券の直接引受

債券セカンダリ取引

ニーズの高い外国債券
をこれまで以上に積極
的に提供

・債券の取扱高が急増する中
セカンダリ取引のニーズが急増

・当社取扱債券の売買により更
なる価値の向上を図る

引受・販売会社として商品
組成に深くかかわる

人気の高い債券の販売を積極的に行う

(２) その他今後の展開

国内証券会社初となる外国債券の直接引受け

発行体
（ｅｘ：世界銀行）

（ネットでの売買）

これまで以上に個人投
資家のニーズを反映した
商品組成が可能

商品組成

販売委託
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夜間取引市場開設の検討を開始

(２) その他今後の展開

取引量の増加に伴い、新たな取引の場を個人投資家に提供

前場 後場 夜間取引

会社員

57.5％

その他

42.5％

個人投資家がリアルタイムに
取引出来る場を提供

当社口座における会社員の割合
（2006年3月末現在）

個人投資家が日中リアルタイムで
取引することは困難

企業の資金調達の場としての
可能性も拡がる

開始時期、詳細について今後検討していく
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IVR（音声自動応答装置)の導入を検討

(２) その他今後の展開

電話による株価照会、注文の受託を検討し、利便性の向上を図る

・株価照会

・注文発注

・取引チャネルの増加により、より多くの層の投資家
　の囲い込みを行う。

・Ｗｅｂサイト

・モバイル（ＭＯＢＩＬＥ　Ｅ*ＴＲＡＤＥ、ＨＹＰＥＲ　ＭＯＢＩＬＥ）
・トレーディングツール（ＨＹＰＥＲ　Ｅ*ＴＲＡＤＥ）

・コールセンター

<現在提供している情報提供・取引チャネル>

・バックアップ機能として、緊急時の取引チャネルと　
　しても活用が可能

今後、導入時期を含めて検討を進める

・Ｗｅｂサイトでの取引が苦手な方、モバイルサイトの
　閲覧が難しい方などのサポート機能

自動応答装置による株価照会、注文受託機能を導入

電話を通じた・24時間　注文受付が可能



４．公募増資・株式分割の実施
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詳細及び目的

４．公募増資・株式分割の実施

2005年12月16日払込期日　普通株式　66,000株発行

2006年１月16日払込期日　オーバーアロットメントに係る第三者割当　普通株式6,000株発行
資金調達手取額：約490億円（第三者割当分含む）

資金使途：主として引受業務及び信用取引業務の拡大に必要な自己資本の拡充を目的とし　
　　　　　　　ており、インターネットを通じた信用取引業務の拡大に伴う運転資金に充当。

・より積極的な引受業務の展開

･信用取引における自己融資・貸株ビジネスの推進

公募増資

株式分割

スケジュール：2006年2月1日効力発生

目的：株式の流動性の確保、個人株主が売買しやすい環境の整備

概要：所有株式数を1株につき3株の割合をもって分割を実施。

自己資本規制比率

2005年9月末

335.5％

2006年3月末

577.9％

株主数：2005年3月末現在　20,962名→2006年3月末現在　95,014名

発行済株式総数：2005年3月末現在　956,856株→ 2006年3月末現在　3,143,817株



５．株主還元について
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期末配当案について
５．株主還元について

1株につき（分割考慮前）
1株につき

（分割考慮後）

4,800円

－

4,800円

2,300円1,600円合計

　800円－上場記念配当

1,500円1,600円普通配当

2005年3月期
（前期）

2006年3月期

（今期）

普通株式1株につき、1,600円の普通配当を実施する案を発表済。（2006年2月1
日効力発生の1対3の株式分割考慮後。）　分割考慮前では4,800円となり、前期
の2,300円（記念配当含む）から2倍以上の大幅増額配当となる。普通配当では
前期比3倍以上。

※2006年2月1日をもって普通株式1株を3株に分割

×３

×３



http://www.etrade.ne.jp


